
個人事業者等の安全衛生対策について

「労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律」が第217回国会で成立し、令
和７年５月14日に公布されました（令和７年法律第33号）。
労働者と同じ場所で働く個人事業者等を労働安全衛生法による保護の対象及び義務の主

体として位置づけ、注文者等や個人事業者等自身が講ずべき各種措置を定めました。

多様な人材が安全に、かつ安心して働き続けられる職場環境の
整備を推進するため、個人事業者等に対する安全衛生対策の推
進、職場のメンタルヘルス対策の推進、化学物質による健康障
害防止対策等の推進、機械等による労働災害の防止の促進等、
高年齢労働者の労働災害防止の推進等の措置を講ずる。

改 正 の 趣 旨

１．個人事業者等に対する安全衛生対策の推進【労働安全衛生法】
既存の労働災害防止対策に個人事業者等も取り込み、労働者のみならず個人事業者等

による災害の防止を図るため、
① 注文者等が講ずべき措置（個人事業者等を含む作業従事者の混在作業による災害防

止対策の強化など）を定め、併せてILO第155号条約（職業上の安全及び健康並びに
作業環境に関する条約）の履行に必要な整備を行う。

② 個人事業者等自身が講ずべき措置（安全衛生教育の受講等）や業務上災害の報告制
度等を定める。

改 正 の 概 要

詳細は厚生労働省
のホームページを
ご覧ください
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